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2）ジェノヴァの盛衰については、T.K. Kirk, Genoa and the Sea. Policy and Power in an Early Modern 






Russian Company とも呼ばれる。ロシア語名Московская компания)や 1600 年 12 月に特許
状会社となる東インド会社との競争も会社の屋台骨を揺るがす程の大問題であった。前者はも
ともと 1551 年設立のマーチャント・アドヴェンチャラーによる中国への東北ルート開拓に起









 本稿では、イングランド商人が徐々に地中海交易に関わり始める 15 世紀から、1825 年のレ
ヴァント・カンパニーによる交易特許権の放棄までを扱うが、イングランドが地中海交易に乗
り出した当初は、ヴェネチアをはじめとするイタリアとの交易の延長としてレヴァント地域と








                                                                                                                                                       
Maritime Republic, 1559-1684 (Baltimore and London, 2005)を参照。 
3）元来ペルシャとの交易は、ムスコヴィー・カンパニーと東インド会社が競い合っていたが、レヴァント・
カンパニーも 1580 年代以降小規模ではあるが、アレッポのアルメニア人商人を中心に当地との交易に関与
し始めていた。R.W. Ferrier, ‘The Terms and Conditions under which English Trade Was Transacted 
with Şafavid Persia’, Bulletin of the School of Oriental and African Studies, vol. 49. no.1 (1986), p. 49. 


























                                                          
4）スペイン王フェリペ 2 世は、対トルコ戦に備えて 1571 年に教皇庁及びヴェネチアとの間で神聖同盟を
結ぶが、資金面においてもフェリペの艦隊の中心を占めたガレー船の建造においても、フェリペの帝国の
一部であったシチリア、ナポリを含めたイタリアの役割は大きかった。拙稿「スペイン王フェリペ 2 世の
対外政策」『専修大学人文科学研究所月報』第 215 号、35 頁。 






化させる。 Eric H. Ash, ‘ “A Note and a Caveat for the Merchant”: Mercantile Advisors in Elizabethan 









は既に 1563 年に、海軍力強化の思惑から提出された所謂 fish bill（水曜日を強制的に魚を食す
日とする法案）の審議の中で、トルコのレヴァント地域進出のため、この地域でのイングラン
ド海運力維持の問題点に演説で言及している。7）ウォルシンガムも Consideration of the 
Advantages to be gained by opening a direct trade with Turkey の中で、オスマン帝国との交
渉、護照・通行券(safe conduct)の獲得に至る手はずを次のように述べている。 
the first thing that is to be done…is to make choice of some apt man to be sent with her 
majesty’s letters unto the Turks to procure an ample safe conduct, who is always to 
remain there at the charge of the merchants…whose repair thither is to be handled with 
great secrecy, and hiss voyage to be performed rather by land than by sea, for that 









ハーボーンの働き等によって、最終的にムラド 3 世とエリザベス 1 世の書簡の交換でもって
                                                                                                                                                       
England’, Sixteenth Century Journal, vol. 33, no. 1 (Spring, 2002), pp. 1-31. 
7）G.R. Elton, The Parliament of England 1559-1581 (Cambridge, 1986), p. 260; T.E. Hartley, ed., 
Proceedings in the Parliaments of Elizabeth I, volume I: 1558-1581 (Leicester, 1981), pp. 103-7. 
8）Calendar of State Papers, Domestic, 1547-1580, p. 691. 
9）ハーボーンのイスタンブルでの活動については、S.A. Skilliter, William Harborne and the Trade with 
Turkey 1578-1582 (Oxford, 1977)及び、特にハーボーンの大使就任後に関しては、H.G. Rawlinson, ‘The 
Embassy of William Harborne to Constantinople 1583-8’, Transactions of the Royal Historical Society, 
4th ser. vol.5 (1922), pp. 1-27 が参考になる。 
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程度認めている。J. Theodore Bent, ‘The English in the Levant’, The English Historical Review, vol.5. no. 
20 (1890), pp. 654-5 (以後 EHR と略記). この協定は、その後他のヨーロッパ諸国がトルコと自由交易特権
付与交渉を行う際の基本となったばかりか、オスマン帝国が存続する間、イスタンブル在住外国人の居住










である。De Lamar Jensen, ‘The Ottoman Turks in Sixteenth Century French Diplomacy’, The 
Sixteenth Century Journal, vol.xvi, no.4 (1985), pp. 452-3. ドリアについては、Pierangelo Campodonico, 






る。Jensen, ‘The Ottoman Turks’, pp. 459, 463-4. 
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リスト教国の保護者として行動する権利が定められており、エリザベス 1 世が求めたのはこの













                                                          
12）Arthur Leon Horniker, ‘Anglo-French Rivalry in the Levant from 1583 to 1612’, The Journal of 
Modern History, vol. 18. no. 4, p. 289. 
13）Arthur Leon Horniker, ‘William Harborne and the Beginning of Anglo-Turkish Diplomatic and 
Commercial Relations’, The Journal of Modern History, vol. 14, no. 2, pp. 289-316. ホーニカーは、ロー
リンソン等がフランス大使ジェルミニーのフランス王アンリ 3 世宛書簡を無視していることが、レヴァン
ト交易における国旗の問題を軽視する背景にあるとしている。またホーニカーは、リード(Conyers Read)




としては先輩であったバーリー卿が via media 的でやや融和的政策を好んだこともあり、この頃には、バー
リーとウォルシンガムとの間には若干の意見の不一致が見られるようになっていた。バーリー卿に対抗す
る所謂ウォルシンガム－レスター(Earl of Leicester)枢軸である。Conyers Read, ‘Walsingham and 
Burghley in Queen Elizabeth’s Privy Council’, EHR, vol. 28, no. 109 (Jan. 1913), pp. 34-58. もちろん
ニール(J.E. Neale)のように、両者の政策における乖離を殆ど認めない研究者もいる。EHR, vol. 42, no.165 
(Jan., 1927), pp. 127-134 にあるニールによる Conyers Read, Mr. Secretary Walsingham and the Policy 
of Queen Elizabeth の書評を参照。シェカール・カプール監督映画 Elizabeth: the Golden Age やその前
作 Elizabeth は史実に基づかない点も多々あるが、特にそこに描かれたウォルシンガムは、バーリー卿を
退けて宮廷政府の中枢に君臨している。バーリーを引き継いで首席国務大臣(principal secretary of state)
に就任したウォルシンガムであったが、その後も映画の描写と違いバーリーの影響は絶大であった。また
ウォルシンガムは、イングランドのスパイ網の中核にいた人物で、バーリー卿と共に情報戦の中心人物で
あった。Alison Plowden, The Elizabethan Secret Service (New York, 1991)及び Carlos Carnicer Javier 




























                                                          
14）Franklin L. Baumer, ‘England, the Turk, and the Common Corps of Christendom’, The American 
Historical Review, vol. 50, no. 1 (Oct., 1944), pp. 26-8. 
15）拙稿「イギリス東インド会社の盛衰」『専修大学人文科学研究所月報』第 230 号、92－3 頁。 
16）大使職にあった 6 年間にハーボーンは、バーリー卿やウォルシンガムとの交信を絶やさなかった。その
一部は有名な地理学者ハクルート(Richard Hakluyt)の Voyages に掲載されるが、多くは未出版のまま、
Public Record Office や大英図書館の Lansdowne Collection 及び Harleian Collection、更にはオックス
フォードのボードレアン図書館(Tanner Collection)に所蔵されている。Rawlinson, ‘The Embassy’, p. 2. 
Voyages の編者ハクルートと彼の同名の従兄の生涯は、G.B. Parks, Richard Hakluyt and the English 
Voyages (New York, 1928)及び E.G.R. Taylor, ‘Richard Hakluyt’, The Geographical Journal, vol. 109, 




代に最も影響を与えた作家であったと記している。G.M. Trevelyan, English Social history: A Survey of 
Six Centuries from Chaucer to Queen Victoria (1944, London), pp. 192-3. ハーボーンの活躍ほどではな
いが、彼に続いて大使職を継いだバートンやレロ(Henry Lello)も、ハンガリー戦役や各地の反乱、宮廷内
の退廃等で低迷期に入りかけたオスマン帝国で地道な外交努力を続けた。Orhan Burian, The Report of 
Lello, Third English Ambassador to the Sublime Porte (Ankara, 1952). 




















                                                          
17）A.C. Wood, ‘The English Embassy at Constantinople, 1660-1762, EHR, vol. 40, no. 160 (Oct., 1925), p. 
533. 
18）Alfred C. Wood, A History of the Levant Company (London, 1964 2nd impression), pp. 7-14; ‘Abstract 
of William Harborne’s ten years’ service to her Majesty in foreign travel and residence at 










取り扱われることとなった。R. Murphey, ‘Conditions of Trade in the Eastern Mediterranean: An 
Appraisal of Eighteenth-Century Ottoman Documents from Aleppo’, Journal of the Economic and 
Social history of the Orient, vol. 33, no. 1 (1990), pp. 43-4. 
19）Calendar of State Papers, Domestic, 1591-4, pp. 169-70. ‘arguments on the necessity of trading 
together in a joint stock, and of the ships keeping in company’ この文書の中に、レヴァント・カンパニー
とヴェネチア・カンパニーの合併の記述があり、合併後の会社の形態については、the company trade in 
those domains with one joint capital stock, as in the time of their former patent としている。制規会社

















                                                                                                                                                       
は貿易商人の同業組合ギルド的存在であり、特定の国や地域との交易の独占権を持った商人から成り立っ
ていた。Adam Smith, An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations (Indianapolis, 
1976), eds., R.H. Cambell and A.S. Skinner, bk. v, ch. I, pt. iii; 大塚久雄著作集第一巻『株式会社発生史
論』岩波書店及び星川長七『英国会社法序説』勁草書房を参照。 
20）Cal. S.P. Domestic, 1581-90, pp. 147. ‘Suit of Merchants trading to Turkey, to be furnished with three 
ships to meet the increasing demands of their traffic with Turkey.’ イングランドからの主要輸出品は染
色、仕立てを施された完成品としての織物であったが、イスタンブルのほかに内陸部では、オスマン朝の
最初の首都ブルサがこれら織物の市場として、そして逆に輸出品としての生糸の集積地としても有名で





その役割を徐々に変化させていくのである。Murat Çizakça, ‘Price History and the Bursa Silk Industry: 
A Study in Ottoman Industrial Decline, 1550-1650, The Journal of Economic History, vol. 40, no. 3 





Goffman, The Ottoman Empire and Early Modern Europe (Cambridge, 2002), pp. 192-3. 
21）Cal. S.P. Domestic, 1591-94, p. 58. この請願は、 ‘The humble petition of the merchants trading 
Turkey and Venice for confirmation of their trade, uniting them in one patent’と題される。両会社の違
いは、レヴァント・カンパニーがトルコにおいて特別取り立て金の支払いが無かったのに対して、ヴェネ
チア在住貿易商達は、ヴェネチアでの課税の支払いに苦しんだ。しかし一方で前者には、イスタンブルの
大使館経費の負担が重くのしかかっていた。M. Epstein, The Early History of the Levant Company 
(London, 1968 reprint), pp. 26-7. 
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えることでより多くの大型船が交易に導入でき、スペイン沿岸や地中海のような私掠船が頻繁
に出没する所謂敵対的水域を航海する際に、船団の安全性が増す利点を指摘した。22）そして、
1592 年に発行された新特許状によって合併会社 The Governor and Company of Merchants of 
the Levantが認可され、53人の商人にトルコ、ヴェネチア地域での独占的交易が 12年間に渡っ

























高かった。Henry Kamen, Empire: How Spain Became a World Power 1492-1763 (New York, 2003), pp. 
184-5. そして、頻繁化する私掠船による攻撃がこの時期地中海での戦役の中心を占め、このような海賊行
為の中心地は、アルジェ、マルタ、リヴォルノ、或いはオスマン帝国内の沿岸諸都市や名目上オスマンの
支配下にあった北アフリカであった。Jan Glete, Warfare at Sea, 1500-1650 Maritime Conflicts and the 




23）Wood, Levant Company, pp. 15-22. 



































模様を記している。Bent, ed., Early Voyages and Travels in the Levant, pp. 1-98.  
26）Wood, Levant Company, pp. 23-9. 






























                                                          
27）単に沿岸部のみならず、今日のアンカラ（当時のアンゴラ）に至るまで、おそらくイスタンブルから派
遣された商館員が各地に住み着き交易に従事していた。David French, ‘A Sixteenth Century English 
Merchant in Ankara’, Anatolian Studies, vol.22 (1972); R.D. Barnett, ‘The European Merchants in 
Angora’, Anatolian Studies, vol.24 (1974), pp. 135-41. 
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が 1605 年に発行される。会社の枠組みは特許状によって規定され、総裁、副総裁、18 人のア













そ 3 分の 1 の価格で輸入することができた。そこで発達した交易が、東方から喜望峰経由で輸
                                                          
28）レヴァント・カンパニーの特許状返還によって王室に入らなくなる年間 4000 ポンドは、干し葡萄やオ
イル等への課税で補充する案が当時枢密院より出ていた。Cal. S. P. Domestic, 1603-10, p. 51. 
29）Wood, Levant Company, pp. 30-41. この特許状により、ジェームズ 1 世期の初代総裁には、トーマス・
ロウ(Thomas Lowe)が任命されている。Epstein, The Early History, pp. 62-4. 




























                                                          
30）Om Prakash, The Dutch East India Company and the Economy of Bengal, 1630-1720 (Princeton, 
New Jersey, 1985), p. 12; Philip Lawson, The East India Company: A History (Harlow, 1993), pp. 18-23. 
但し 18 世紀の後半に入って 1755－9 年までは、東インド会社の金塊や銀塊の輸出が商品輸出を上回って
いたが、1760－4 年以降からはそれが逆転している。その点からしても、東インド会社による商品輸出が
イギリス国内経済に与えた影響は、これまで指摘されてきたよりも大きいと考えてもよい。H.V. Bowen, 
‘Sinews of Trade and Empire: The Supply of Commodity Exports to the East India Company during the 
Late Eighteenth Century’, The Economic History Review, New Series, vol.55, no.3 (2002), pp. 466-86. 
― 67 ― 



























                                                          
31）Wood, Levant Company, pp. 42-7. 
32）Cal. S.P. Domestic 1651, pp. 290-1. ‘The intention of the Dutch to settle a factory at Smyrna is 
occasioned by our disturbances, which have given them encouragement’; Ibid., 1651-2, p. 49. 
33）この時期にリヴォルノ (Livorno 或いは英語では Leghorn)に駐在していたロングランド (Chas. 
Longland)は、海軍省に一連の書簡を送り、オランダを始め各国船舶及び人の行き来を詳細に報告している。
Ibid., 1653-4, p. 130. 1660 年ごろ同じような役割は、スミルナにおいては領事のリチャード・ベーカーに
よって担われ、彼は後述する駐イスタンブル英国大使ウィンチルシー伯にオランダ船舶の状況等をしばし
ば詳細に報告している。H.M.C. Finch, i, p. 93. 


























                                                          
34）Cal. S.P., Domestic 1649-50, p. 90 . この文書は所謂 Levant Papers であるが、その中に次のような記
述がある(vol. Iv, pp. 100-1)。‘…those extraordinary and excessive leviations made upon our estates, 
caused in great part by the fraudulent practices of some of that factory, in shifting the debts of 
particular men upon the company,….’ 
35）アレッポはペルシャ絹の産地に近かったが、スミルナへの隊商ルートの方が安全で、課税額も低かった。
Richard Grassby, The English Gentleman in Trade: The Life and Works of Sir Dudley North, 
1641-1691 (Oxford, 1994), pp. 30-1. アレッポは単に中継貿易の中心地であったばかりでなく、地場産業
の中心でもあった。アレッポへの隊商ルートは二つあり、一つはシリア砂漠の周縁を通るコース、もう一
つはシリア砂漠横断コースであったが、後者が主要な隊商コースとして用いられていた。黒田美代子『商
人たちの共和国 世界最古のスーク、アレッポ』藤原書店、41－4 頁。 
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業活動をも凌ぐ盛んな交易がなされるようになる。80 マイル内陸に位置するアレッポは、地中

























                                                          
36）Wood, Levant Company, pp. 51-78. 
37）アレッポ交易の販売、輸送、マーケティング、財務等に関しては、State Papers Foreign, Supplementary 
(S.P. 110)に書簡等の多くの資料が残されている。Gwilym Ambrose, ‘English Traders at Aleppo 
































就任であったが、そのような任命は 1660 年に国王がウィンチルシー伯フィンチ(Heneage 




                                                          
38）Wood, Levant Company, pp. 87-91. 
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交易の回復をもたらすこととなる。39）また 1672 年に大使に就任したジョン・フィンチは、メ
フメット 4 世に対してアレッポとスミルナにおける 3 パーセントの輸出入関税を認めさせるが、
この税率はオランダよりも格段に優遇されたものであった。この頃にはヴェネチアの力は衰え
























                                                          
39）ウィンチルシーの大使職を継いだダニエル・ハーヴェイの大使館付チャプレンとして 1670 年に就任し
たコーヴェル(John Covel)は、途中の航海やイスタンブルの街及びレヴァント商人の様子を克明に描写し
ている。イングランド商館については、彼の描写は極めて好意的である。 ‘I must say this great truth, that 
no nation have had, or yet hath so general a reputation amongst them for right down honest and 
upright dealing as all our worthy English factories have.’ Bent, ‘The English in the Levant’, pp. 658-9. 
イスタンブル在住イギリス商人に対するこのような好印象は、ウィンチルシーの改革の成果が出始めた証
拠であるかもしれない。 
40）Wood, Levant Company, pp. 95-102. 


































の拡大に寄与したと考えられる。Fatma Müge Göçek, East Encounters West: France and the Ottoman 
Empire in the Eighteenth Century (New York & Oxford, 1987), pp. 99-100. 
42）Grassby, The English Gentleman in Trade, p. 31. オスマン・トルコとフランスの同盟関係やトルコの
オーストリアとの抗争については、新井政美『オスマン vs.ヨーロッパ ＜トルコの脅威＞とは何だったの
か』186－94 頁を参照。  

















影響を及ぼした。東インド会社は、チャールズ 2 世及びジェームズ 2 世治下で総裁チャイルド
(Sir Josia Child)の方針もあり、一貫してステュアート王朝寄りの経営戦略をとってきた。47）









                                                          
43）Göçek, East Encounters West, pp.7-8. 条約の詳細やそれらの影響については、M.A. Cook, ed., A 
History of the Ottoman Empire to 1730 (Cambridge, 1976), pp. 198-200 を参照。 
44）H.M.C. Portland, ii, pp. 242-3. これは、アレッポ発 1689 年 3 月 30 日付でナサニエル・ハーレイが兄
弟のロバート・ハーレイに宛てた手紙である。 
45）H.M.C. Downshire, i, p. 431. 1693 年 10 月 10 日付のこのホイットコムの書簡には、フランス人がトル
コの街を闊歩する姿と、荷が入らず徐々に落ちぶれていくイングランド商館の様子が描写されている。 
46）Wood, Levant Company, pp. 103-12. 
47）詳細は、拙稿「イギリス東インド会社の盛衰」97－9 頁。 














1698 年になってレヴァント・カンパニーは、上記 1693 年の特許状への新条項導入以降活発
化した東インド会社のペルシャでの商業活動に対する苦情を国王に提出している。ちょうどこ

















49）Wood, Levant Company, pp. 114-6. 
50）東インド会社の新しい組織体と旧東インド会社については、拙稿「イギリス東インド会社の盛衰」98－
100 頁及び John Keay, The Honourable Company: A History of the English East India Company(New 
York, 1991), pp.183-5, 213 を参照。 
































































                                                          
52）Wood, Levant Company, pp. 116-28. 
53）Cal. S.P., Domestic 1699-1700, pp. 271-3 にパジェットの支出明細があるが、それを見れば彼の活動の
詳細を把握することができる。パジェットに関しては、H.C.G. Matthew and Brian Harrison, eds., Oxford 
Dictionary of National Biography (Oxford, 2004), vol. 42, pp. 383-4 に詳しい紹介がある。 
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によってその決定を「承認」するために、国王の意向が会社側に言い渡されたのであった。54） 
レヴァント・カンパニー凋落の一つの原因は、1718 年の「共同船」運航(joint shipping 或い


























                                                          
54）Wood, Levant Company, pp. 129-33. 
55）ムスリムの法的、精神的指導者で、宣戦布告や平和条約締結、スルタンの廃位等重要決定に承認を与え
るほど大きな権限を持っていたムフティー(Mufti)と比べると、カーディの権限は小さかったが、カーディ
は中央政府の政令を実行するとともに各都市部を監督していた。Cook, A History of the Ottoman Empire, 
pp. 159-60. 































                                                          
56）Wood, Levant Company, pp. 136-8; Grassby, The English Gentleman in Trade, p. 46.  

























                                                          
57）1740 年頃の段階で、地中海に送られるイギリスの交易船は約 10 隻、フランスの交易船数は 700 隻との
見解もある。フランスはオスマン帝国各地に領事館を設置し、フランス人商人の交易を援助した。特にフ
ランス商業会議所と国王政府の協力の結果が、この時期のフランスの成功に結びついたと考えられる。








59）Murphey, ‘Conditions of Trade in the Eastern Mediterranean’, pp. 46-7.  
60）Wood, Levant Company, pp. 138-46.  
































                                                          
61）東インド会社のこの問題については、拙稿「イギリス東インド会社の盛衰」95 頁を参照。  






























                                                          































                                                          





66）本池立『ナポレオン 革命と戦争』世界書院、60－5 頁; H.M.C. Fortescue, iv, pp. 359-60. 
67）エカチェリーナ 2 世は 1768－74 年と 1787－92 年の二度にわたりトルコと戦っているが、1774 年に結
ばれたキュチュク・カイナルジ条約で、トルコは黒海北部の支配権を失うとともに、イスタンブルに正教
会の教会を建設する権利と帝国内の正教徒の保護権をロシアに与えている。この言わば小さな譲歩が、そ
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タンブル大使の役割をこれまで以上に高めることとなる。68） 
ところで、対ナポレオン戦争を踏まえて英露土の三国は 1799 年 1 月に同盟を形成するので
あるが、ロシアはトルコとの「講和」を最大限に利用し、ボスポラス及びダーダネルス海峡の
自由航行権を獲得する。69）またロシアの力によって就けられたモルダヴィアとワラキアの総督
(hospodar、本来はスルタンの陪臣)の罷免に関しては、1802 年の「規定」(Regulation respecting 












ての最大の同盟国はイギリスであると悟ったオスマン政府は、1809 年 1 月ダーダネルス平和
                                                                                                                                                       
の後ロシアに「正教徒保護」の名目でトルコへの内政干渉の口実を与えることとなる。Donald Quataert, 
The Ottoman Empire, 1700-1922 (Cambridge, 2000), p. 40. 
68）オチャコフ事件のイギリス政治への影響については、拙稿「フランス革命とイギリス議会」『フランス
革命とナポレオン』未来社、専修大学人文科学研究所編、181 頁を参照。しかし、ピット政権による対露
強硬策には議会を中心に反対論も多かった。Ian R. Christie, Wars and Revolutions (Cambridge Mass., 
1982), p. 197. 
69）Treaty between His Majesty and the Ottoman Porte, 1808 (007) Papers relating to Discussions with 
Ottoman Porte, 1799-1807 pp. 3-10. House of Commons Parliamentary Papers Online ( 以後
Parliamentary Papers と略記). 
70）この件をイスタンブル駐在イギリス大使アーバスノット(Charles Arbuthnot)は、1806 年 8 月に外務大
臣フォックス(Charles James Fox)に報告している。この報告に添付された「規定」の内容は次のようなも
のである。 ‘The Term of the Continuance of the Hospodars in their Governments shall from henceforth 
be fixed at Seven complete and entire Years, to date from the Day of their Nomination, and if they are 
not expired; if they do commit an Offence during that Time, the Sublime Porte will inform the Minister 
of Russia of the Circumstance; and if, after due Examination is made into the Affair on both Sides, it 
shall appear that the Hospodar has really committed an Offence, in that Case only his Deposition shall 




の距離感が伝わってくる。1808 (008) Papers relating to Discussions with Ottoman Porte, September 
1805, Parliamentary Papers. 

















                                                          





航行については極めて楽観的見解を持っている。1808 (009) Papers relating to Discussions with Ottoman 
Porte, 1806-7, pp.7-8. Parliamentary Papers. このような見解に対し、実際にダーダネルス海峡を突破し
てマルマラ海からイスタンブルに向かう命令を受けたダックウォース中将(John Thomas Duckworth)は、






であった。1808 (129) Papers relative to Expedition to Dardanelles, 1806-07 及び 1808 (167) Letter from 










えられる。Reşat Kasaba, The Ottoman Empire and the World Economy ―the Nineteenth Century― 
(Albany, 1988), p. 47. 















取り組みと理解された。しかし、1825 年 2 月に開催された会社の特別会員総会において、外
務大臣カニング(George Canning)の書簡が朗読されたが、その最後部分の言葉はその直後の会
社の運命を示唆するものであった。 ‘I cannot refrain from suggesting to you whether it may 
not be expedient to give up the remaining privileges of your charter, which being no longer 
connected with the protection of public interests may be deemed by parliament and the 









                                                          
74）Wood, Levant Company, pp. 171-98. 
75）1825 年 5 月 6 日に法案が提出され、5 月 19 日には会社の権限はすべて王室政府に移転している。そこ
には財産等の移転のみならず、会社解散に伴う旧従業員への年金支給に関する取り決めも含まれていた。
1825 (295) Bill to repeal Acts relating to Company of Merchants of England trading to Levant Seas, 
and to authorize Transfer and Disposal of Property of Company for Public Service. Parliamentary 
Papers 及び Wood, Levant Company, pp. 199-201. 
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者より 50 年早く解散の憂き目に会うこととなる。特許状会社に対するイギリス国内での批判
は、その激しさに違いはあれ、レヴァント・カンパニー設立当初以来どの時代にも見られたも
のであり、すべての特許状会社に対して向けられたものであった。そうした中、世界史上では
東インド会社と比べると注目度の低かったレヴァント・カンパニーであったが、レヴァント市
場がイギリス製品の最も重要なはけ口の一つであったこともあり、ランカシャーの綿織物等イ
ギリス産業の発展、イギリスの富の蓄積に大きく寄与したことは間違いない。インドにおいて、
ポルトガルやフランスのみならず、マラータやマイソールといった地元勢力との抗争を何とか
切り抜けて一大政治勢力に躍り出た結果、「帝国建設」への道に踏み込んだ東インド会社に対し
て、レヴァント・カンパニーは前者のような軍組織を持たず、徐々に政治・外交面での影響力
を低下させて、ついには領事業務まで失うことになる。しかし、レヴァント地域がイギリスの
みならずヨーロッパ市場に近かったこともあり、その経済上の貢献は一般に言われている以上
に大きかった。更に重要なことは、本稿でしばしば指摘したように、交易上はライバル関係に
あった両会社は、政治的、地政学的には補完関係にあったという事実である。東インド会社が
「帝国建設」に引き入れられていく中で、レヴァント・カンパニーはトルコとの関係を更に緊
密化させ、そのトルコが地政学的にはイギリスとインドを結ぶ重要な架け橋となっていったと
考えられる。その結果、イギリスのインドへの関与が徐々に大きくなっていくにつれて、トル
コに対するイギリスの国家としての介入の度合いも大きくなっていったのである。イギリスの
「帝国建設」への道が、トルコとインドの距離を縮めたと言えよう。その結果、レヴァント・
カンパニーの役割にも大きな変化が見られ、トルコの国際政治における地政学的地位が高まる
とともに、レヴァント・カンパニーの政治・外交上の役割は徐々に国家に移譲され、大使職は
もちろんのこと最終的には領事職まで会社は手放すこととなる。確かにピット政権時に制定さ
れた「インド統治法」が目指したのは、結局はトルコにおけるイギリス政府と特許状会社の役
割分担と同じような状況を作り出すことであった。政治や外交はロンドンの政府の所管とし、
東インド会社は交易と経営に専心するという構図である。しかし、インドにあっては、交易と
政治・外交・軍事がトルコとは比較にならないほど複雑に関連していたため、両者の分離は不
可能であった。「インド統治法」が東インド会社に求めた会社経営の理想的構図を、その力を徐々
に削がれる中ではあったが、レヴァント・カンパニーが実現させていったと解釈できよう。 
